静岡県介護員養成研修指定事務取扱要綱

（趣旨）

第１条　この要綱は、介護保険法施行令（平成10年政令第412号。以下「政令」という。)、介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号。以下「省令」という。)及び介護保険法施行規則第22条の23第２項に規定する厚生労働大臣が定める基準（平成24年厚生労働省告示第71号）に定めるもののほか、政令第３条第１項第１号ロの規定による介護員養成研修事業者（以下「事業者」という。)の指定（以下「事業者指定」という。)及び同号ロの規定による介護員養成研修（以下「研修」という。)の指定（以下「研修指定」という。)の基準等に関し、必要な事項を定めるものとする。

（事業者指定の要件）

第２条　政令第３条第２項第１号の研修を適正に実施する能力があると認められることとは、別表第１の要件を満たすものであることとする。

（事業者指定の申請）

第３条　政令第３条第２項の申請は、指定を受ける必要がある日の２月前までに、様式第１号による介護員養成研修事業者指定申請書を提出して行うものとする。

２　省令第22条の26第１項第９号に掲げる事項を記載した書類とは、前年度及び前々年度の決算報告書とする。

（事業者指定の通知）

第４条　知事は、政令第３条第２項の事業者の指定を行った場合は、申請者に対し、その旨を通知するものとする。

（事業者指定の変更）

第５条　省令第22条の29の変更の届出は、様式第２号による介護員養成研修事業者変更届により行うものとする。

（研修指定の申請）

第６条　研修指定を受けようとする事業者は、様式第３号による介護員養成研修指定申請書を知事に提出するものとする。

２　前項の申請書には、次に掲げる事項を記載した書類を添付するものとする。

(1) 年間の事業管理状況

(2) 当該研修に係る収支予算

(3) 当該研修の時間割

(4) 当該研修についての募集案内等

３　第１項の規定にかかわらず、第３条の申請をしようとする者は、当該申請と同時に第１項の申請を行うことができるものとする。

（研修指定の基準）

第７条　省令第22条の27第１項第１号ハ及び同項第２号ハの必要な数の講師を有することとは、次に掲げる要件を満たすものであることとする。

(1) 一の研修について省令第22条の27第１項第１号ハにあっては５人以上、同項第２号ハにあっては３人以上の講師で担当すること。

(2) 演習を担当する講師は、講師１人につき受講者が12人を超えない程度の割合で担当すること。

(3) 病気等の理由により講師が担当できなくなる場合には、代替講師の確保、予備日の設定等の手段が講じられること。

２　省令第22条の27第１項第１号ニ及び同項第２号ニの教授するのに適当な者とは、別表第２の内容を満たす者であることとする。

３　省令第22条の27第１項第１号ホ及び同項第２号ホの実習を行うのに適当な施設とは、介護保険法（平成９年第123号）の規定によりサービスの提供を行っている施設又は事業所等であることとする。

４　省令第22条の27第１項第１号ヘ及び同項第２号ヘの適当な実習指導者とは、実習を行う施設において１年以上勤務している者であることとする。

５　省令第22条の27第２項第１号の適切な指導とは、別表第２の項目の欄の区分ごとに３問以上の課題（１問以上は論述式の課題とする。)を設定し、受講者から当該課題に係るレポートを提出させ、当該レポートを添削し、及び添削した結果を受講者に返送し、並びに必要に応じて面接等を実施する方法により行うものであることとする。

６　省令第22条の27第２項第２号の適当な講師とは、別表第２の内容を満たす者であることとする。

（研修指定の通知）

第８条　第４条の規定は、研修指定について準用する。

（研修指定の変更）

第９条　第６条第２項に掲げる事項を変更しようとする事業者は、様式第４号による介護員養成研修変更届を知事に提出するものとする。

２　前項の届には、変更しようとする事項を記載した書類を添付するものとする。

（名簿及び事業報告書の提出）

第10条　省令第22条の30の名簿の提出は、様式第５号による介護員養成研修修了者名簿により行うものとする。

２　省令第22条の30の事業報告書の提出は、様式第６号による介護員養成研修事業報告書により行うものとする。

（事業の廃止、休止及び再開）

第11条　省令第22条の29に規定する事業の廃止、休止又は再開の届出は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める様式により行うものとする。

(1) 介護員養成研修事業廃止届 様式第７号

(2) 介護員養成研修事業休止届 様式第８号

(3) 介護員養成研修事業再開届 様式第９号

（関係書類の保存）

第12条　事業者は、研修に関する関係書類を５年間保存しなければならない。ただし、省令第22条の30の規定により知事に提出する名簿及び事業報告書については、永久保存しなければならない。

（修了証明書の再交付）

第13条　事業者は、当該事業者が過去に実施した研修を修了した者から修了証明書の再交付の申請があったときは、事実関係の確認及び本人であることの確認を行った上、修了年月日及び再交付年月日を記載した修了証明書の再交付を行うものとする。

附 則

１　この告示は、平成25年４月１日から施行する。

２　この告示の施行の際現に改正前の静岡県介護員養成研修指定事務取扱要綱の規定により指定を受けている研修については、なお従前の例による。

３　この告示による改正後の静岡県介護員養成研修指定事務取扱要綱（以下「新要綱」という。）第３条に規定する事業者指定の申請及び第６条に規定する研修指定の申請に関し必要な手続その他の行為は、この告示の施行前においても、新要綱第２条、第３条、第６条及び第７条の規定の例により行うことができる。

附　則

１　この告示は、公示の日から施行する。

２　この告示の施行の際現に改正前の静岡県介護員養成研修指定事務取扱要綱（以下「旧告示」という｡)の規定及び様式により提出されている申請書等は、改正後の静岡県介護員養成研修指定事務取扱要綱の相当する規定及び様式により提出された申請書等とみなす。
３　この告示の施行の際現に旧告示の様式により作成されている用紙は、当分の間、調整して使用することができる。
附　則

１　この告示は、令和３年４月１日から施行する。

２　この告示の施行の際現に改正前の静岡県介護員養成研修指定事務取扱要綱（以下「旧告示」という｡)の規定及び様式により提出されている申請書等は、改正後の静岡県介護員養成研修指定事務取扱要綱の相当する規定及び様式により提出された申請書等とみなす。
３　この告示の施行の際現に旧告示の様式により作成されている用紙は、当分の間、調整して使用することができる。
別表第１（第２条関係）

事業者指定に関する要件

１　研修に係る事業（以下「研修事業」という。）を適正かつ円滑に実施するために必要な事務能力を有する者であること。

２　研修事業の安定的かつ継続的な運営に必要な財政基盤を有する者であること。

３　研修事業の拠点となる施設及び研修を適正に運営する能力を有した人員が常駐する事務所が県内にあり、かつ、研修事業を統括する体制が整備されていること。

４　研修事業の経理が他の事業の経理と明確に区分され、会計帳簿、決算書類等研修事業の収支の状況を明らかにする書類が整備されていること。

５　研修事業の運営上知り得た研修の受講者（申込者を含む。）に係る秘密の保持について、十分な措置がなされていること。また、受講者が研修で知り得た個人の秘密について、漏らさないよう受講者を指導すること。

６　省令第22条の26第１項第４号の学則には、次に掲げる事項を定め、これをインターネット等で公開すること。

(1)　開講目的

(2)  研修の名称

(3)  研修の形式

(4)  研修の課程

(5)  研修会場の所在地

(6)  研修期間

(7)  講師氏名

(8)  研修修了の認定方法

(9)  受講申込手続

(10)  受講料（補講等に係るものを含む。以下同じ。)等受講に際し必要な費用の額

(11)  研修欠席者に対する補講の実施方法

(12)  使用テキスト

(13)  個人情報の管理の方法

(14)  その他研修実施に関し必要な事項

７　研修を実施するに当たっては、受講者の募集を行うこと。ただし、学校等が当該学校等の生徒等を対象として研修を実施する場合は、この限りでない。

８　受講者の募集は、研修実施前に適切な期間をおいて公募により行うものとし、一定の団体等に所属する者に限定して募集しないこと。

９　研修を実施するに当たっては、次に掲げる事項を募集案内等に記載し、受講希望者に対して周知すること。

(1)  受講料等受講に際し必要な費用の額及び支払った後の返還の可否等金銭の収受に関すること。

(2)  その他研修の内容に関する重要事項

10　受講料等の額が、講師謝金、会場使用料等の実費を勘案した適切な額であること。

11　研修への出席状況等研修の受講者に関する状況を確実に把握すること。

12　毎年度１回以上研修を実施する体制を整えていること。

13　研修期間内に事故が発生した場合に備え、保険への加入を通じて、補償を行うための体制を確保していること。

14 政令第３条第３項の規定により指定の取消しの処分を受け、当該処分の日から３年を経過しないものでないこと。

別表第２（第７条関係）
　介護職員初任者研修課程（130時間）

	科目
	時間
	項目
	講師

	１　職務の理解
	６時間
	(1)　多様なサービスの理解
	　次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①介護福祉士

②社会福祉士

③社会福祉主事

④主任介護支援専門員

⑤当該科目を担当する教員等

	
	
	(2)　介護職の仕事内容や働く現場の理解
	

	２　介護における尊厳の保持・自立支援
	９時間
	(1)　人権と尊厳を支える介護
	次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①介護福祉士

②社会福祉士

③社会福祉主事

④主任介護支援専門員

⑤当該科目を担当する教員等

	
	
	(2)　自立に向けた介護
	

	３　介護の基本
	６時間
	(1)　介護職の役割、専門性と多職種との連携
	次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①介護福祉士

②当該科目を担当する教員等

	
	
	(2)　介護職の職業倫理
	

	
	
	(3)　介護における安全の確保とリスクマネジメント
	次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①介護福祉士

②看護師又は保健師

③作業療法士

④理学療法士

⑤管理者又は施設長

⑥当該科目を担当する教員等

	
	
	(4)　介護職の安全
	

	４　介護・福祉サービスの理解と医療との連携
	９時間
	(1)　介護保険制度
	次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①介護福祉士

②社会福祉士

③社会福祉主事

④主任介護支援専門員

⑤当該科目を担当する教員等

	
	
	(2)　医療との連携とリハビリテーション
	次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①医師

②介護福祉士

③看護師又は保健師

④社会福祉士

⑤作業療法士

⑥理学療法士

⑦管理者又は施設長

⑧当該科目を担当する教員等

	
	
	(3)　障害者福祉制度およびその他制度
	次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①介護福祉士

②社会福祉士

③社会福祉主事

④主任介護支援専門員

⑤当該科目を担当する教員等

	５　介護におけるコミュニケーション技術
	６時間
	(1)　介護におけるコミュニケーション
	次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①介護福祉士

②看護師又は保健師

③社会福祉士

④臨床心理士

⑤精神保健福祉士

⑥当該科目を担当する教員等

	
	
	(2)　介護におけるチームのコミュニケーション
	

	６　老化の理解
	６時間
	(1)　老化に伴うこころとからだの変化と日常
	次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①医師

②看護師又は保健師

③当該科目を担当する教員等

	
	
	(2)　高齢者と健康
	

	７　認知症の理解
	６時間
	(1)　認知症を取り巻く状況
	次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①医師

②介護福祉士

③看護師又は保健師

④社会福祉士

⑤主任介護支援専門員

⑥当該科目を担当する教員等

	
	
	(2)　医学的側面から見た認知症の基礎と健康管理
	

	
	
	(3)　認知症に伴うこころとからだの変化と日常生活
	

	
	
	(4)　家族への支援
	

	８　障害の理解
	３時間
	(1)　障害の基礎的理解
	次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①医師

②介護福祉士

③看護師又は保健師

④社会福祉士

⑤臨床心理士

⑥精神保健福祉士

⑦当該科目を担当する教員等

	
	
	(2)　障害の医学的側面、生活障害、心理・行動の特徴、かかわり支援等の基礎的知識
	

	
	
	(3)　家族の心理、かかわり支援の理解
	

	９　こころとからだのしくみと生活支援技術

　Ⅰ　基本知識の学習
	10～13時間
	(1)　介護の基本的な考え方
	次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①介護福祉士

②社会福祉士

③社会福祉主事

④主任介護支援専門員

⑤管理者又は施設長

⑥当該科目を担当する教員等

	
	
	(2)　介護に関するこころのしくみの基礎的理解
	次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①医師

②看護師又は保健師

③当該科目を担当する教員等

	
	
	(3)　介護に関するからだのしくみの基礎的理解
	

	９　こころとからだのしくみと生活支援技術

　Ⅱ　生活支援技術の講義・演習
	50～55時間
	(4)　生活と家事
	次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①介護福祉士

②栄養士

③当該科目を担当する教員等

	
	
	(5)　快適な居住環境整備と介護
	次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①介護福祉士

②看護師又は保健師

③建築士

④福祉住環境コーディネーター

⑤福祉用具専門相談員

⑥管理者又は施設長

⑦当該科目を担当する教員等

	
	
	(6)　整容に関連したこころとからだのしくみと自立に向けた介護
	次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①介護福祉士

②看護師又は保健師

③管理者又は施設長

④当該科目を担当する教員等

	
	
	(7)　移動・移乗に関連したこころとからだのしくみと自立に向けた介護
	

	
	
	(8)　食事に関連したこころとからだのしくみと自立に向けた介護
	

	
	
	(9)　入浴、清潔保持に関連したこころとからだのしくみと自立に向けた介護
	

	
	
	(10)　排泄に関連したこころとからだのしくみと自立に向けた介護
	

	
	
	(11)　睡眠に関連したこころとからだのしくみと自立に向けた介護
	

	
	
	(12)　死にゆく人に関連したこころとからだのしくみと終末期介護
	次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①医師

②介護福祉士

③看護師又は保健師

④社会福祉士

⑤臨床心理士

⑥精神保健福祉士

⑦当該科目を担当する教員等

	９　こころとからだのしくみと生活支援技術

　Ⅱ　生活支援技術演習
	10～12時間
	(13)　介護過程の基礎的理解
	次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①介護福祉士

②当該科目を担当する教員等

	
	
	(14)　総合生活支援技術演習
	

	10　振り返り
	４時間
	(1)　振り返り
	次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①介護福祉士

②管理者又は施設長

③当該科目を担当する教員等

	
	
	(2)　就業への備えと研修修了後における継続的な研修
	次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①介護福祉士

②当該科目を担当する教員等


　生活援助従事者研修課程（59時間）

	科目
	時間
	項目
	講師

	１　職務の理解
	２時間
	(1)　多様なサービスの理解
	　次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①介護福祉士

②社会福祉士

③社会福祉主事

④主任介護支援専門員

⑤当該科目を担当する教員等

	
	
	(2)　介護職の仕事内容や働く現場の理解
	

	２　介護における尊厳の保持・自立支援
	６時間
	(1)　人権と尊厳を支える介護
	次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①介護福祉士

②社会福祉士

③社会福祉主事

④主任介護支援専門員

⑤当該科目を担当する教員等

	
	
	(2)　自立に向けた介護
	

	３　介護の基本
	４時間
	(1)　介護職の役割、専門性と多職種との連携
	次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①介護福祉士

②当該科目を担当する教員等

	
	
	(2)　介護職の職業倫理
	

	
	
	(3)　介護における安全の確保とリスクマネジメント
	次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①介護福祉士

②看護師又は保健師

③作業療法士

④理学療法士

⑤管理者又は施設長

⑥当該科目を担当する教員等

	
	
	(4)　介護職の安全
	

	４　介護・福祉サービスの理解と医療との連携
	３時間
	(1)　介護保険制度
	次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①介護福祉士

②社会福祉士

③社会福祉主事

④主任介護支援専門員

⑤当該科目を担当する教員等

	
	
	(2)　医療との連携とリハビリテーション
	次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①医師

②介護福祉士

③看護師又は保健師

④社会福祉士

⑤作業療法士

⑥理学療法士

⑦管理者又は施設長

⑧当該科目を担当する教員等

	
	
	(3)　障害者福祉制度およびその他制度
	次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①介護福祉士

②社会福祉士

③社会福祉主事

④主任介護支援専門員

⑤当該科目を担当する教員等

	５　介護におけるコミュニケーション技術
	６時間
	(1)　介護におけるコミュニケーション
	次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①介護福祉士

②看護師又は保健師

③社会福祉士

④臨床心理士

⑤精神保健福祉士

⑥当該科目を担当する教員等

	
	
	(2)　介護におけるチームのコミュニケーション
	

	６　老化と認知症の理解
	９時間
	(1)　老化に伴うこころとからだの変化と日常
	次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①医師

②看護師又は保健師

③当該科目を担当する教員等

	
	
	(2)　高齢者と健康
	

	
	
	(3)　認知症を取り巻く状況
	次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①医師

②介護福祉士

③看護師又は保健師

④社会福祉士

⑤主任介護支援専門員

⑥当該科目を担当する教員等

	
	
	(4)　医学的側面から見た認知症の基礎と健康管理
	

	
	
	(5)　認知症に伴うこころとからだの変化と日常生活
	

	
	
	(6)　家族への支援
	

	７　障害の理解
	３時間
	(1)　障害の基礎的理解
	次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①医師

②介護福祉士

③看護師又は保健師

④社会福祉士

⑤臨床心理士

⑥精神保健福祉士

⑦当該科目を担当する教員等

	
	
	(2)　障害の医学的側面、生活障害、心理・行動の特徴、かかわり支援等の基礎的知識
	

	
	
	(3)　家族の心理、かかわり支援の理解
	

	８　こころとからだのしくみと生活支援技術
	24時間
	(1)　介護の基本的な考え方
	次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①介護福祉士

②社会福祉士

③社会福祉主事

④主任介護支援専門員

⑤管理者又は施設長

⑥当該科目を担当する教員等

	
	
	(2)　介護に関するこころのしくみの基礎的理解
	次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①医師

②看護師又は保健師

③当該科目を担当する教員等

	
	
	(3)　介護に関するからだのしくみの基礎的理解
	

	
	
	(4)　生活と家事
	次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①介護福祉士

②栄養士

③当該科目を担当する教員等

	
	
	(5)　快適な居住環境整備と介護
	次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①介護福祉士

②看護師又は保健師

③建築士

④福祉住環境コーディネーター

⑤福祉用具専門相談員

⑥管理者又は施設長

⑦当該科目を担当する教員等

	
	
	(6)　移動・移乗に関連したこころとからだのしくみと自立に向けた介護
	次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①介護福祉士

②看護師又は保健師

③管理者又は施設長

④当該科目を担当する教員等

	
	
	(7)　食事に関連したこころとからだのしくみと自立に向けた介護
	

	
	
	(8)　睡眠に関連したこころとからだのしくみと自立に向けた介護
	

	
	
	(9)　死にゆく人に関連したこころとからだのしくみと終末期介護
	次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①医師

②介護福祉士

③看護師又は保健師

④社会福祉士

⑤臨床心理士

⑥精神保健福祉士

⑦当該科目を担当する教員等

	
	
	(10)　介護過程の基礎的理解
	次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①介護福祉士

②当該科目を担当する教員等

	９　振り返り
	２時間
	(1)　振り返り
	次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①介護福祉士

②管理者又は施設長

③当該科目を担当する教員等

	
	
	(2)　就業への備えと研修修了後における継続的な研修
	次に掲げるいずれかに該当する者のうち別紙の要件を満たすものであること。

①介護福祉士

②当該科目を担当する教員等


別紙

講師の要件

	講師
	要件

	
	実務経験
	その他

	医師
	
	

	栄養士
	３年以上の直接援助
	　高齢者又は障害者施設で従事していることが望ましい。

	介護福祉士
	３年以上の直接援助
	

	看護師又は保健師
	３年以上
	

	作業療法士
	３年以上
	

	社会福祉士
	３年以上の直接援助
	

	社会福祉主事
	３年以上の直接援助
	

	主任介護支援専門員
	
	

	当該科目を担当する教員等
	
	当該科目を担当するために必要な教員免許を有する者、又は大学院、大学、短期大学若しくは介護福祉士養成校等において当該科目若しくは当該科目に相当する科目を３年以上担当する者であること。

	福祉住環境コーディネーター
	３年以上
	２級以上

	福祉用具専門相談員
	３年以上
	

	理学療法士
	３年以上
	

	臨床心理士
	３年以上
	

	精神保健福祉士
	３年以上
	

	管理者又は施設長
	３年以上
	　介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設又は介護医療院のいずれかの管理者又は施設長等であること。

	建築士
	３年以上
	


※　実務経験とは、資格取得後に、それぞれの資格に応じた業務に従事した経験を指す。
様式第１号（第３条関係）（用紙  日本産業規格Ａ４縦型）

介護員養成研修事業者指定申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第        号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年   月   日

　　静岡県知事  氏      名  様

所　　 　在　　 　地　

名　　　　　　　　称　

代表者の役職及び氏名                　

介護員養成研修事業者の指定を受けたいので、介護保険法施行令第３条第２項の規定に基づき申請します。
	事業所
	所　　在　　地
	

	
	名　　　　　称
	

	研修の名称
	

	研修の形式
	

	ホームページＵＲＬ
	

	担当者
	職・氏名
	

	
	電話
	

	
	メールアドレス
	


（添付書類）

１　申請者の定款、寄付行為その他規約等

２　申請者の所在地が記載された、公の機関が発行した書類

３　申請者の概要を記載した資料

４　前年度及び前々年度の決算報告書

５　収支予算及び向こう２年間の財政計画

６　学則

様式第２号（第５条関係）（用紙  日本産業規格Ａ４縦型）

介護員養成研修事業者変更届

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第        号　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年   月   日　

　　静岡県知事　氏　　　　名　様

所 　　　在　 　　地

名　　　　　　　　称

代表者の役職及び氏名　　　　　　　　　　　　　

年　月　日付け　　第　　号で指定を受けた内容について変更をしたいので、介護保険法施行規則第22条の29の規定に基づき、関係書類を添えて届け出ます。

　１　変更事項

	変更項目
	変更内容

	
	変更前（注）
	変更後

	
	
	


（注）変更前については、提出年月日及び文書番号を記載すること。

　２　変更の日



年       月      日

　３　変更の理由







研修の形式　

担　当　者　

連　絡　先　

様式第３号（第６条関係）（用紙  日本産業規格Ａ４縦型）

介護員養成研修指定申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第        号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年   月   日

　　静岡県知事  氏      名  様

所　　 　在　　 　地　

名　　　　　　　　称　

代表者の役職及び氏名  　                 

介護員養成研修の指定を受けたいので、静岡県介護員養成研修指定事務取扱要綱第６条第１項の規定に基づき申請します。

	事業者指定の年月日
及び文書番号
	

	研修の名称
	

	研修の形式
	

	研修の課程
	

	募集開始予定日
	

	担当者
	職・氏名
	

	
	連絡先
	


（添付書類）

１　年間事業管理表

２　研修収支予算書

３　時間割表

４　募集案内等

様式第４号（第９条関係）（用紙  日本産業規格Ａ４縦型）

介護員養成研修変更届
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第        号　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年   月   日　

　　静岡県知事　氏　　　　名　様

所　　 　在　　 　地　

名　　　　　　　　称　

代表者の役職及び氏名　　　　　　　　　　　　　

　　年　月　日付け　第　号で事業者指定を受け、　年　月　日付けで指定を受けた研修（　形式）

（　　　　課程）について、変更をしたいので、静岡県介護員養成研修指定事務取扱要綱第９条の規定に基づき、関係書類を添えて届け出ます。

　１　変更事項

	変更項目
	変更内容

	
	変更前（注）
	変更後

	
	
	


注）変更前については、提出年月日及び文書番号を記載すること。

　２　変更の日



年       月      日

３　変更の理由

担　当　者　

連　絡　先　

様式第５号（第10条関係）（用紙　日本産業規格Ａ４横型）

介護員養成研修修了者名簿

事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　

修了者数　　　　　　　　人

	受講課程
	名前

姓漢字
	名前

姓カナ
	名前

名漢字
	名前

名カナ
	生年月日
	性別
	郵便番号
	住所
	電話番号
	修了

年月日
	修了証書

番号
	事業者

指定番号

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


様式第６号（第10条関係）（用紙  日本産業規格Ａ４縦型）

介護員養成研修事業報告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第        号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年   月   日

　　静岡県知事　氏　　　　名　様

所　　 　在　　 　地　

名　　　　　　　　称　

代表者の役職及び氏名         　         

年　月　日付け　第　号で事業者指定を受けた介護員養成研修事業（　形式）について、次のとおり実施したので、介護保険法施行規則第22条の30の規定に基づき報告します。

　１　研修実施年度　　　　　　　年度（　　年　　月～　　年　　月）

　２　研修実施回数　　　　　　　回

３　研修修了者数　　　　　　　人

　（添付資料）

　介護員養成研修修了者名簿

担　当　者

連　絡　先
様式第７号（第11条関係）（用紙  日本産業規格Ａ４縦型）

介護員養成研修事業廃止届
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第        号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年   月   日

　　静岡県知事　氏　　　　名　様

所　　 　在　　 　地　

名　　　　　　　　称　

代表者の役職及び氏名  　                

　年　月　日付け　第　号で事業者指定を受けた介護員養成研修事業（　形式）について、廃止したので、介護保険法施行規則第22条の29の規定に基づき届け出ます。

　１　研修の名称

　２　廃止年月日 　　　           年       月      日

３　廃止理由

（添付資料）

　１　年間事業管理表

　２　事業廃止後の介護員養成研修修了者名簿の管理方法等を記載した書類

担　当　者　

連　絡　先　

様式第８号（第11条関係）（用紙  日本産業規格Ａ４縦型）

介護員養成研修事業休止届
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第        号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年   月   日

　　静岡県知事    氏         名  様

所　　 　在　　 　地　

名　　　　　　　　称　

代表者の役職及び氏名  　                

　年　月　日付け　　第　　号で事業者指定を受けた介護員養成研修事業（　形式）について、休止したので、介護保険法施行規則第22条の29の規定に基づき届け出ます。

　１　研修の名称

　２　休止年月日 　　　           年       月      日

３　休止理由

４　休止期間

（添付資料）

　年間事業管理表

担　当　者　

連　絡　先　

様式第９号（第11条関係）（用紙  日本産業規格Ａ４縦型）

介護員養成研修事業再開届
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第        号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年   月   日

　　静岡県知事    氏         名  様

所　　 　在　　 　地　

名　　　　　　　　称　

代表者の役職及び氏名　                  

　年　月　日付け　　第　　号で事業者指定を受けた介護員養成研修事業（　形式）について、再開したいので、介護保険法施行規則第22条の29の規定に基づき届け出ます。

　１　研修の名称

　２　再開年月日 　　　           年       月      日

担　当　者　

連　絡　先　

